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１．日本労働組合総連合会（連合）の組織概要

働く仲間と築く

“希望”と“安心”の社会
「連合」（日本労働組合総連合会）は、1989年に結成された日本のナショナ
ル・センター（全国中央組織）です。加盟組合員は約 700万人、すべての
働く人たちのために、雇用とくらしを守る取り組みを進めています。
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連合・災害対策救援本部事務局

対策本部の開催準備、グループ間の調整等、
全体の総合調整を行う

政策調整チーム

政策的な課題を集約・調整し、政
府・自治体・政党等に働きかける

広報チーム

対策本部と連合全体の取り組み
を、組織内外に発信する

物資・支援・調達
グループ

被災地からの要望、不足する物資など
を地方連合会・構成組織と連携して把
握し、その送付について被災地（地方
連合会）と調整する

カンパ・財政支援
グループ

カンパの呼びかけ、街頭行動および管
理を行う

ボランティア派遣・
人的支援グループ

被災地への人的派遣の条件整理、事
務局役職員の派遣条件整備、関係機
関との調整を行う

情報集約チーム

構成組織・地方連合会、各政党、内外
の団体の情報を収集し、共有する

労働運動の原点である「支えあい・助け合い」のもと、被災地支援に取り組む体制を構築連合の災害救援体制

２．連合の災害救援体制について

連合現地対策本部（被災地の地方連合会）

被災地（被災地の自治体、ボランティアセンター）

産業別組織 地方連合会

情報連携

情報連携

派遣要請 派遣要請

救援 救援
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ボランティア派遣 カンパ

東日本大震災 派遣先：岩手県、宮城県、福島県
派遣者数：延べ35,000名

総額約8.25
億円

熊本県を中心とする九
州地震

派遣先：熊本県
派遣者数：延べ1,800名

総額約2.08
億円

西日本豪雨 派遣先：岡山県、広島県、愛媛県
派遣者数：延べ5,200名

総額約1.60
億円

北海道胆振東部地震 ※ボランティア派遣でなく名産品販売で被災
地支援

総額約0.15
億円

2019年台風19号 派遣先：岩手県、宮城県、福島県、群馬県、
神奈川県、長野県
派遣者数：延べ2,100人

総額約1.11
億円

2020年7月豪雨 派遣先：熊本県、大分県

※新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、同一域内でのボランティア活動に限定。
派遣者数：延べ1,200人

総額約0.71
億円

「少しでも早く、一人でも多く、被災された方の力になりたい」

そんな思いから、連合は構成組織・地方連合会に呼びかけ、救援カンパ、被災地へ
の救援ボランティア派遣など、総力をあげて救援活動を展開してきた。また、被災さ
れた方・避難された方の生活支援・再建と被災地の復旧・復興に向けて、さまざまな
対応を行ってきた。

３．取り組み紹介（ボランティア、カンパ）
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復興ヒアリング調査の実施

2011～2019年 ・岩手・宮城・福島

2019年 ・熊本県

労働問題Q&A ※連合HPより

被災地域の各団体や行政などへのヒアリングを通じて、被災地域の声を直接聴き、連合
の政策・制度や、支援への反映をおこなう。
また、被災した方の雇用に対する不安を払しょくできるように、連合HP上で「災害関連ワー
クルールＱ＆Ａ」を設けて情報提供もおこなっている。

４．取り組み紹介（復興ヒアリング、労働問題Q&A）

連合の「重点政策」

①東日本大震災など自然災害からの復興・再生と防
災・減災対策の充実
→心的ストレスを抱える子供や特別な配慮を必要とす
る子供への対応
→独居高齢者への対応
→災害発生時の労働者の安全の確保について
→地域防災計画や避難所の感染症対策を強化した
避難計画の策定などの防災・減災対策について
②マイナンバー制度の一層の活用
→真に必要な層への的を絞った緊急支援体制の構築
→マイナンバーカードと、給付等の支援を連携させる

※一部抜粋
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【開催日】 2021年9月3日 Web開催

【内容】

○コロナ禍での災害支援について
全国災害ボランティア支援団体ネットワーク

（JVOAD）
〇コロナ禍における防災アクションガイドQ&A
・地震、津波への備え ・大雨、台風への備え
・天気の急変への備え

○地域における平時からの連携について
○事業継続計画（ＢＣＰ）・防災マニュアルについて

５．取り組み紹介（絆フォーラム、防災セミナー）

災害を決して忘れない、風化させない、教訓
をいかすとの決意を込め、組合員をはじめ地
域住民が自らを災害から守ることを目的とし
て、被災地での実施を基本として開催。

自然災害は常に発生する恐れがあり、
自らの災害への備えについて改めて考
え、日常の生活において防災意識を取り
入れる必要性を再確認するため、「防災
週間」に合わせて開催。

コロナ禍においても、各種団体と連携し
災害発生時に即座に対応できる支援体
制の構築に向けた情報を共有を図った。

絆フォーラム（2014年～2019年 6回開催）防災セミナー（2021年）

5




